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研究成果の概要：（200 字程度で簡潔に、図は使わないこと） 
製造業における中高齢者の活用を支援する手法の開発と実用化を行った。４５歳から７０歳

の中高齢者を主たる対象とした。中高齢者が活用されるまでのプロセス全体を見渡し、手順を

中高齢者の作業能力評価、作業域の設計および作業訓練区分して、それぞれの活動を支援する

手法と装置を開発した。さらに、直接作業だけでなく、中高齢者の知識と経験を活用し、さら

に若年者に伝承すること支援するための遠隔作業支援装置を開発した。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 500,000 0 500,000 
2007 年度 2,500,000 750,000 3,250,000 
2008 年度 500,000 150,000 650,000 

年度    
  年度    

総 計 3,500,000 900,000 4,400,000 
 
 
研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：社会・安全システム科学・社会システム工学・安全システム  
キーワード：経営工学 
 
１． 研究開始当初の背景 

製造業における中高齢者の活用に関する
研究は、国内では川上満幸（首都大学東京）
等により過去30年間に渡り研究されている。
従来の研究では、中高齢者を製造工程に導入
するための活動は生産管理・労務担当者の経
験と試行錯誤により行われている。そして、
中高齢者を中心とする生産工程は、作業集約
型生産方式とすることにより流れ作業方式
とする場合よりも高い生産性が得られるこ
とが明らかにされている。しかし、川上らの
研究成果は十分に普及しておらず、国内外の
多くの製造企業では依然として自動機械と

若年作業者とが混在する流れ作業方式が多
い。2000 年から 2001 年まで厚生労働省によ
るミレニアムプロジェクトにおいて「製造業
における高齢者の活用モデルに関する研究」
（研究代表者、川上満幸）が実施された。こ
のプロジェクトでは、流れ作業方式を作業集
約型生産方式に変更する実験が行われ、中高
齢者の雇用が実現されるとともに、流れ作業
方式よりも生産性を向上できることが報告
された。申請者はこのプロジェクトに参加し、
作業工程の設計を担当した。以上のとおり、
中高齢者を活用するには、作業集約型生産方
式が適していることが示されているが、中高
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齢者を製造工程に導入するための手順はま
だ標準化されていない。海外では、北欧を中
心として中高齢者の活用に関する研究が産
官学の協力の下で活発に行われている。国際
人間工学会および北欧人間工学会において、
毎年多くの研究成果と事例が報告されてい
る。特に、J.Illmarine（フィンランド国立産
業衛生研究所）らは北欧における中高齢者活
用に関する中心的な役割を果たしている。し
かし、北欧の研究成果は、高齢者を製造企業
に雇用する際の労務管理、心理分析、および
安全・衛生の視点からの疲労分析をケースス
タディにより行うことが中心である。換言す
れば、中高齢者を製造工程に導入するための
技術に対する国内外の関心は高いが、まだ開
発されていない。そこで、本研究は中高齢者
を製造工程に導入するための手順の標準化
および支援装置を開発することを目指した。 
 
２．研究の目的 

日本が中高齢者活用の先進国となること
を目指して、製造業における中高齢者の活用
を支援する手法の開発と実用化を行う。４５
歳から７０歳の中高齢者を主たる対象とす
る。中高齢者が活用されるまでのプロセス全
体を見渡し、手順を中高齢者の作業能力評価、
作業能力に適した職務の選定、作業域の設計、
および作業訓練に区分する。次に、各手順を
実現するための手法および装置を開発する。
そして、複数の製造企業をモデルケースとし
て、研究期間内に手法及び装置を実用化する。
本研究は以下の特徴を有する。 
（１）中高齢者の作業適性は、これまでは静
止している対象物に対して作業を行うこと
で評価されている。（文献：厚生労働省編、
一般職業適性検査 GATB）しかし、製造企業
では移動している対象物に対して作業を行
うことも多い。そこで、静止している対象物
だけでなく、移動している対象物に対する作
業適性を評価できる手法を開発する。その際、
作業適性の測定条件の変更および装置の移
動と設置を容易に行えるようにするために、
人工現実感を用いて移動している対象物に
対する作業適性を測定できる装置を開発す
る。  
（２）静止および移動対象物に対する作業適
性評価法を用いて、県内の複数の事業所にお
ける中高齢者の作業適性と職務内容（作業内
容）との関係を調査する。この調査結果をデ
ータベース化することにより、中高齢者が自
己の作業適性に適した職務を選定すること
が可能になる。 
（３）中高齢者が職務内容を遂行できるよう
に、人工現実感を用いて各自の身体的特性に
適した作業域の設計、および作業訓練を行う
ことが可能になる。 
 

3．研究の方法 
製造業において中高齢者を活用するため

の手順を図 1に示す項目に区分する。そして、
図 1 に示す手順を実現できるように、研究期
間内に次のことを行う。①中高齢者の作業適
性を評価するために、3 次元移動対象物に対
する作業適性評価方法および装置を開発す
る。次に、②職務を選定するために、作業適
性と職務内容の関係を調査する。次に、③作
業工程設計および作業訓練装置を改良する。
そして、④中高齢者活用支援装置の実用化お
よび効果を検証する。 
 

 
 

図 1 製造業にける中高齢者活用手順 
 
平成１８年度は、次の３項目を実施する。 

（１）三次元移動対象物に対する作業適性評
価方法および装置の開発 
従来の作業適性検査では、静止している対象
物を移動または組合わせる動作の速さと正
確さが測定されている。現実の製造工程では、
静止している対象物だけでなく、移動してい
る対象物に対しても目視検査および把持が
行われている。しかし、移動している対象物
に対して目視検査または把持の速度と正確
さを測定できる装置はまだ無い。そこで、移
動している対象物に対する目視検査と把持
の速度と正確さを測定できる装置を開発す
る。本装置は、中高齢者の作業適性を測定す
ることを目的としていることから、測定条件
の変更、装置の移動と設置を容易に行えるこ
とが求められる。そこで、申請者が既に開発
している人工現実感を用いた作業訓練装置
を改良することにより、上記の機能を有する
作業適性検査装置を開発する。図２に本装置
のイメージを示す。中高齢者（被験者）は、
データグローブを装着することにより、仮想
空間内を移動する対象物の中から異物を目
視で発見し、把持できる。異物の形状および
移動速度は任意に設定できる。 
静止している対象物に対する中高齢者の作
業適性は、国内で広く使用されている一般職
業適性検査装置を用いて測定する。 
 

 
図２ 移動対象物に対する作業適性検査装置 



 

 

（２）作業適性検査の実施 
上記（１）に示した 2 種類の作業適性検査を
既に働いている中高齢者に対して実施する。
被験者として、岡山県内の高齢化が進行して
いる地域にある複数の製造企業に勤める中
高齢者を対象とする。次に、測定データを基
に、作業適性と実際の職務内容との関係をデ
ータベース化する。そして、このデータベー
スを用いて、新たに活用したいと考える中高
齢者に対して職務を選定するために活用す
る。 
（３）作業工程設計/作業訓練支援装置の改良 
申請者は、既に人工現実感を用いて作業工程
の設計および作業訓練を行える装置を開発
している。この装置は、スクリーンを０～４
５°の範囲で傾斜させることにより、被験者
は正面にある部品棚および作業机の上面の
両方を見ながら作業を仮想体験できる。図３
に仮想体験のイメージ図を示す。しかし、現
在の装置は、被験者の姿勢を有線式の磁気セ
ンサーにより測定している。有線式は一度に
測定できる関節の数が最大 8点と少ないこと
から、両足の姿勢は測定できない。そのため、
中腰、または足を前後に動かす必要のある作
業には対応できない。そこで、腰より下の関
節の位置（姿勢）を画像処理によるモーショ
ンキャプチャによりリアルタイムに測定す
る。そして、磁気センサーにより測定される
上半身の姿勢と足の姿勢データとを合わせ
て、仮想空間に人体モデルを表示できるよう
にソフトウエアを改良する。このソフトウエ
アの改良により、姿勢計測データの取得処理
と人工現実感装置の両方を同時に動作させ
る必要が生じることから、処理速度の速い人
工現実感用 PC を新規に購入する。他の機材
は既に保有している。 

 
(a) 傾斜角度 0°   (b)傾斜角度 45° 
図３ 作業工程設計/作業訓練支援装置 

 
平成 19 年度 
（１）中高齢者活用支援装置の実用化 
高齢化が進行している地域にある食品製造
企業をモデルケースとして、平成 18 年度に
開発する手法及び中高齢者活用支援装置の
有効性を検証する。この企業は、現場作業を
主として、女性の中高齢者が担当している。
平成 18 年度に作成する作業適性と職務内容
の関係を表すデータベースを用いて、新たに
雇用する中高齢者に対して、職務選択を行う。
そして、作業工程の設計と作業訓練を行う。
さらに、作業開始後は、中高齢者の疲労を測

定することにより、選択した職務が適性であ
るかを調査する。この疲労測定のために、筋
電位測定装置を購入し、使用する。この研究
成果を論文にまとめ、国内論文誌および北欧
人間工学会において公表する。 
 
平成 20 年度  
（１） 中高齢者活用支援装置の実用化 
今年度は、機械部品製造企業をモデルケース
として、平成 18 年度に開発する手法及び中
高齢者活用支援装置を実用化する。予定して
いる企業では、現場作業の男女比率に顕著な
差は無い。平成 18 年度に作成する作業適性
と職務内容の関係を表すデータベースを用
いて、新たに雇用する中高齢者に対して、職
務選択、作業工程の設計および作業訓練を行
う。さらに、作業開始後は、疲労測定および
疲労自覚症状調査を行い、選択した職務が適
性であるかを調査する。この研究成果を論文
にまとめ、国内論文誌および北欧人間工学会
において公表する。 
 
４．研究成果 
（１）中高齢者の作業能力評価手法および装
置の開発 
 現在広く使用されている作業適性評価手
法では、静止した対象物に対して差し替え作
業、組み合わせ作業等を行い、それらの作業
に要した作業時間から作業適性が評価され
る。しかし、製造工程ではコンベアにより移
動をしている対象物に対して作業を行うこ
とも多い。そこで、移動をしている対象物に
対する作業の速さと正確さを測定できる装
置を開発した。本装置は中高齢者の作業適性
を測定することを目的としていることから、
測定条件の変更、装置の移動と設置を容易に
行えるようにした。そのために、作業適性検
査装置のハードウエアとソフトウエアには
人工現実感技術を用いた。被験者となる中高
齢者はデータグローブを装着することによ
り、仮想空間内を移動する対象物の中から異
物を発見し、把持する。異物の形状および移
動速度はソフトウエアのパラメータを変更
することにより任意に設定できる。また、本
装置の特徴を調査するために静止している
対象物に対する作業適性を一般職業適性検
査装置を用いて測定し、両結果の比較分析を
行った。そして、測定結果から、従来の一般
職業適性検査のよる評価値と本装置による
評価値とには相関関係がないことを確認し、
本装置は一般職業適性検査では分析できな
い作業特性を測定できることを示すことが
できた。さらに、実際の製造企業において中
高齢者の作業疲労および作業特性を測定し
たデータを用いて、本装置により測定された
作業特性と作業疲労との関係を分析した。こ
れらの測定および結果の分析により、本装置



 

 

により移動対象物に対する作業特性により
被験者を分類できる基準を見出した。そして、
分類された被験者群ごとに作業に従事した
ときに被る疲労自覚症状の特徴を明らかに
した。 
 以上の研究成果を日本経営工学会平成１
８年度秋季研究大会予稿集および日本経営
工学会平成２０年度春季研究大会予稿集に
おいて公表した。 
 

 
 

図 4 移動対象物に対する作業適性測定装置 
 
（２） 作業域設計・作業訓練手法および装
置の開発 
 申請者は既に人工現実感を用いて作業工
程の設計および作業訓練を行える装置を開
発している。この装置は固定式である。そこ
で、実際の製造企業において本装置を活用で
きるように、移動可能な軽量型に改良した。
本装置が作業訓練に活用できることを実験
により確認し、日本経営工学会論文誌にて公
表した。 
 

 
 

図 5 作業域設計・作業訓練装置 
 

さらに、本装置に用いているソフトウエア

のみを用いて、３D グラフィックスにより作

業者の動作を計画できるソフトウエアを開

発した。さらに、本学の作業負担評価基準

（OWAS 法）を本ソフトウエアに組み込み、作

業負担を考慮しながら動作を計画できるよ

うにした。これらの研究成果を Proceedings of 
the 1st East Asian Ergonomics Federation 
Symposium および Proceedings of the 9th 
International Conference on Industrial 
Management において公表した。 

 

 
図 6 動作計画支援装置画面 

 
（３）作業支援・技術伝承支援装置の開発 
 中高齢技術者は製造設備の保守管理に関
して、理論とともに経験に基づく多くの知識
を有している。そこで、中高齢技術者の知識
を複数の事業所で活用できるように、遠隔作
業支援装置を開発した。中高齢技術者は、本
装置により遠隔地の事業所にいる若年技術
者に対して設備保守点検のための指導と教
育を行うことができる。本装置は、インター
ネットを介して映像と音声を双方向で交信
することを可能にする。遠隔地の事業所の映
像は本部側にハイビジョン映像で送信され
る。これにより、事業所側の状況を正確に把
握することができる。本装置の運用試験をト
ナープラントおよび自動車部品製造企業の
二つの事業所において行った。運用試験によ
り技術伝承および中高齢者の活用（雇用）に
効果のあることが示された。本装置の研究開
発経過および成果を平成 18 年度日本経営工
学会秋季研究大会等 5 件において公表した。 

 

図 7 作業支援・技術伝承支援装置 
 
以上の結果より本研究においては中高齢

者の活用を支援するための基盤技術を開発
できたと考える。今後は、日本学術振興会か
ら受けた科学研究費補助金による研究成果
を広く社会に還元するために Proceeding に
止まっている研究成果を論文誌に投稿し、公
表範囲を広げるとともに、実際の企業におい
て積極的に開発した技術を活用することが
課題と考える。以上の研究成果および研究成
果の更なる展開のための目標を得られたこ
とを報告し、科学研究費補助金を交付された
ことに謝意を表する。 
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